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研究要旨： 

アジアの新興国の労働安全衛生支援ニーズ調査において、限られた期間で網羅的な情報

を収集するために、機関ごとに収集を期待する情報明らかにするためのチェックシートツール

を作成した。 

先行研究で作成した“海外事業場における労働安全衛生活動と体制構築に必要な情報収

集のためのチェックリスト”を改変して、今回の目的にあったツールの作成を行った。本研究の

最初の対象国であるインド調査の機会を用いて、その有効性を確認した。その結果、一部の

項目は期待された情報が得られない場合があったが、一方で事前には情報収集が困難と予

想されたものの実際には情報が収集できた項目が各対象に存在した。その結果、インド調査

では、収集を想定した情報のうち１項目を除き必要な情報を収集することができた。 

今後、本研究で作成されたチェックシートを用いて、各国調査を今後実施することが有効と

考えられた。調査に当たっては、事前に文献調査を施した上で、調査対象先で収集を期待す

る情報を整理し、事前に質問事項を送付すること、各項目について複数の情報先を確保する

ことが望ましいと考えられた。 
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Ａ．目的 

 アジアの新興国に対して、それぞれの国

の産業構造、人口構造、制度などに伴うニ

ーズに合った労働安全衛生に係る支援を行

うためには、国ごとの労働安全衛生に関連し

た情報を幅広く収集する必要がある。事前

の文献調査を前提とするも、限られた現地

調査期間で効率よく情報を収集するために

は、まず、全体として収集したい情報を明確

にしたうえで、訪問調査対象機関ごとに期待

される収集情報を割り振り、事前に情報提供

の依頼を行うことが有効と考えられる。その

ためには、全体で必要な情報のうち、機関ご

とに収集を期待する情報項目を明らかにす

るためのチェックシートツールの利用が有効

と考えられる。 

先行研究（梶木繁之ら産業衛生学雑誌 

2016 58(2): 43-53）で、“海外事業場にお

ける労働安全衛生活動と体制構築に必要な

情報収集のためのチェックリスト（海外事業

場チェックリスト）”が開発されている。その内

容は、日系企業が海外事業場で労働安全

衛生体制を強化することを目的として開発さ

れたものであり、法制度や専門人材など、国

レベルに関して一部の情報が含まれている

ものの、多くが現地法人や事業場の状況に

関する情報が占めている。しかし、このチェ

ックリストはその後の調査に有効であったこと

が示されており（平岡ら．産業衛生学雑誌．

2017 59(6):229-238、深井ら．産業医科大

学雑誌．2018 40(1):33-44）、本研究の基

盤としても利用可能と考えた。 

そこで今回、先行研究で開発された海外

事業場チェックリストの様式を利用して、「ア

ジア新興国の労働安全衛生関連情報の収

集チェックシート（アジア新興国情報チェック

シート）」を作成し、実際の調査で使用して、

その有効性を確認することとした。 

 

Ｂ．方法 

１．チェックシートの作成 

 研究班会議で、収集すべき情報をリス

トアップしたうえで、それらをいくつか

の大項目に集約した。また、想定される

現地調査の対象についても、リストアッ

プした。 

 

２．チェックリストの有効性の確認 

 本研究の最初の調査対象国であるイン

ド調査に際して、事前に調査対象機関に

情報提供内容を送付することとした。そ

のことを前提に、各機関で収集を期待す

る項目について、アジア新興国情報チェ

ックリスト上に記載した。そのうえで、

調査終了後に、収集できた情報を確認し

た。 

 

Ｃ．結果 

１．チェックリストの作成 

 調査項目は、四つの大項目（Ⅰ：国の

概要、Ⅱ：医療・公衆衛生、Ⅲ：労働安

全衛生の基盤、Ⅳ：労働安全衛生の水準）、

34の中項目で構成された。一方、現地調

査の対象としては、行政機関、国際関係



機関、日本政府在外機関、教育研究機関、

労働衛生サービス機関、日系企業現地事

業場とした。新興国においては、WHOや

ILO等の国際機関が支援を行っている場

合が多いことより追加した。また、日本

政府在外機関には、日本大使館に加えて、

JICAやJETRO等の日本政府の外郭団体

の現地事務所が含むが概念と位置付けた。 

 

２．チェックシートの有効性の確認 

 開発したチェックシートについて、イ

ンド調査に適用して、その有効性の確認

を行った。 

調査前に、訪問調査が予定通り実施で

きなかった行政機関を除く各訪問先で期

待された収集情報の項目の中で、日本政

府在外機関では４項目、教育研究機関で

は１項目の情報が得られなかった。一方、

情報収集が困難と予想されたものの実際

には情報が収集できた項目が、それぞれ

の対象ごとに存在した。 

全体としては、労働衛生サービス機関

に関する情報を除く、すべての項目に関

する情報が得られた。ただし、その中に

は単独の調査では不十分な項目もあった。 

今回の調査では、労働衛生サービス機

関を調査対象に含めなかった。一方、労

働衛生サービス機関に関する情報は国際

関係機関および日本政府在外機関から得

ることを期待したが、結果的に関連する

情報が得られなかった。 

  

Ｄ．考察 

 今回作成したチェックシートを用いて、調

査対象先で収集を期待する情報を整理し、

事前に質問事項を送付することによって、網

羅的に情報を収集できることが期待される。

しかし、一部には期待された情報が得られ

ない場合や予定された調査が何らかのトラ

ブルで実施できない場合も存在する。したが

って、事前に文献調査を施した上で、各項

目について複数の情報先を確保することが

望ましい。 

今回のインド調査では、労働衛生サービ

ス機関の情報が得られなかった。公的機関

だけでは、民間のサービス機関の情報が十

分に確保できない可能性が示された。一定

の質の労働衛生活動が実施されるためには、

労働衛生サービス機関の存在が必要であり、

代表的なサービス機関を調査対象に含める

ことが必要と考えられた。 

 

Ｅ．結論 

 本研究で作成されたチェックリストを

用いて、各国調査を今後実施することが

有効と考えられる。 
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